
地域再生推進のためのプログラム　別表１、別表２

この資料は、地域再生本部が決定したプログラム所収の別表１と別表２を掲げたものである。
別表１は、地域再生計画が認定されれば実施できるもの、別表２は全国的に実施できるものである。



番号 担当省庁 事項名 措置区分 支援措置の概要 分類
10401 総務省 公共施設の転用に伴う地方債繰上償

還免除
運用 　公共施設の転用にあたり、今般の地域再生計画に

位置づけられ、地域再生推進のために転用が必要
であると認められる場合には、繰上償還を不要とす
る取扱いとする。

転用

10402 総務省 公共施設を転用する事業へのリニュー
アル債の措置

通達 　他の公共施設（民間施設は含まない。）への転用に
係る既存の公共施設の増築や改築、大規模な模様
替等のリニューアル事業については、地域再生計画
に位置づけられ、地域活性化事業が目的とする喫緊
の政策課題の実現を図るための施設への転用につ
いては、地域活性化事業債の対象とする。

転用

10801 文部科学省 補助金で整備された公立学校の廃校
校舎等の転用の弾力化

通知 　国庫補助を受けて整備された公立学校の廃校施設
や余裕教室の設置者において地域再生計画を定め
た上で、①地域再生の観点から実施される事業の具
体的な内容と必要性、②その事業を実施するに当た
り、廃校施設等を利用する必要性と緊急性等の一定
の要件を満たし、廃校施設等を転用することが地域
再生に資するものと判断されるときは、当該財産処
分に係る国庫納付金は不要とする取扱いをする。

転用

10802 文部科学省 史跡等購入費補助金により購入した土
地の一時転用

運用 　地方公共団体が史跡等購入費補助金により公有
化した史跡等に指定されている土地について、地域
再生計画の申請があり、史跡等保存・活用のための
整備を行うまでに一定の期間を要する場合、一定の
要件に該当するものにおいては、他の用途に一時転
用することを認める。

転用

10903 厚生労働省 勤労青少年ホームの施設転用 通達 　勤労青少年ホームの施設転用については、平成１
６年度から手続きの簡素合理化及び地域再生の観
点からの転用に当たっての大臣同意基準等の必要
な事項を明確化した通達を都道府県に発出する。

転用

10904 厚生労働省 職業能力開発校の施設転用 通達 　職業能力開発校の施設転用については、平成１６
年度から手続きの簡素合理化及び地域再生の観点
からの転用に当たっての大臣同意基準等の必要な
事項を明確化した通達を都道府県に発出する。

転用



10905 厚生労働省 社会福祉施設の転用の弾力的な承認 通知 　社会福祉施設については、地域再生計画の申請
があり、当該計画に掲げられた財産処分が、次のす
べての要件を満たす場合に、計画の認定に同意をす
ることとし、この場合厚生労働大臣の承認があったも
のとして取り扱うものとする。（当該処分に係る補助
金相当額の国庫納付は不要。）。【要件】①処分を承
認しない場合、遊休施設化その他の不適切な事態
が生ずる恐れがあること②地域再生計画の認定申
請があった地域において、当該計画に掲げられた社
会福祉施設の公共的施設（国庫補助の対象であるも
のに限る）への転用の必要性が認められること③同
一事業者における転用、又は無償による貸与である
こと④転用目的は可能な限り補助目的と密接に関連
する用途とするよう努めること⑤転用前、又は貸与前

転用

11201 国土交通省 下水道補助対象施設における目的外
使用承認の柔軟化

通知 　地域再生に係る下水道補助対象施設の未利用空
間を有効活用するものであって、当該施設の本来の
目的を妨げない範囲で目的外使用することとしてい
る場合には、当該計画の認定に併せて補助金等に
係る予算の執行の適正化に関する法律第22条の承
認を行う事により、目的外使用することが可能である

転用

11202 国土交通省 公営住宅における目的外使用承認の
柔軟化

通知 　地域再生計画において、公営住宅の本来の入居
対象者の入居を阻害せず、公営住宅の適正かつ合
理的な管理に支障のない範囲内で、公営住宅を住
宅用途として目的外使用することと定めて当該計画
の認定を受けた場合には、当該公営住宅の目的外
使用について事後報告することにより補助金等に係
る予算の執行の適正化に関する法律第22条の承認
があったものとして取り扱う旨通知する。

転用



13004 全府省庁 補助対象施設の有効活用 運用 　補助対象施設を有効に活用した地域再生を支援す
るため、社会経済情勢の変化等に伴い需要の著しく
減少している補助対象施設の転用を弾力的に認め
るとともに手続きを簡素合理化することとし、関係省
庁の同意を得て内閣総理大臣の認定を受けた場
合、当該計画に係る補助対象施設について補助金
等適正化法第22条の各省各庁の長の承認があった
ものとして取り扱う｡その際、補助金相当額の国庫納
付を原則として求めないこととし、転用後の主体にか
かわらず転用を認める｡　なお、有償の譲渡・貸付の
場合、公共施設以外への転用の場合及び補助対象
外公共施設への転用（補助目的の達成状況等に照
らし必要がある場合に限る）の場合には国庫納付を
求めることができる等補助目的の達成や資産の適正
な使用の観点から必要最小限の条件を付すことがで

転用



番号 担当省庁 事項名 措置区分 支援措置の概要 実施時期 分類
201001 警察庁 映画ロケ、イベント等及びカー

レースに伴う道路使用許可の
円滑化

通達 　平成１５年度中に、都道府県警察に対し、地域活性化等に資
する映画ロケ、イベント等及びカーレースに伴う道路使用の許
可申請にあたり、実施主体と都道府県警察や地域住民、道路
利用者等との調整・合意形成の円滑化を図るために必要な事
項等を明確化するための通達を発出する。

平成１５年
度中

都市

201002 警察庁 民間事業者等の経済活動に
伴う道路使用許可の円滑化

通達 　平成１６年度中に、都道府県警察に対し、民間事業者等が、
一時的なイベント等に限らず、地域の合意に基づいて、継続的
かつ反復的に街の賑わいに資する多様な経済活動を行うこと
が可能となるよう、道路使用許可に関し一層弾力的な透明性の
高い運用を図るための通達を発出する。

平成１６年
度中

都市

203001 金融庁 地域資本市場利用の住民向
け地方債発行に限る券面不発
行への早期対応の要請

運用 　公社債の券面不発行化については、平成１５年１月に、「社債
等の振替に関する法律」が施行されたことにより、法制面での
措置は完了しており、現在、証券保管振替機構が、銀行や証券
会社などの実務関係者を交え、地方債を含む債券の振替シス
テムの構築に向け検討中である。金融庁としては、早期に振替
システムの立ち上げが図られるよう、証券保管振替機構や実務
関係者との連携を密にするなどの協力を行う。

平成１７年
度中

産業

203002 金融庁 中小企業再生支援協議会等
による企業再生推進のための
環境整備

通達 　貸出条件緩和債権のいわゆる卒業基準については、株式会
社整理回収機構や中小企業再生支援協議会が策定支援した
事業再生計画についても、株式会社産業再生機構が買取を決
定した債権に係る債務者についての事業再生計画と、原則とし
て同様に扱う旨、金融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕

平成１５年
度中

産業

204001 総務省 国家公務員による大学教員と
の勤務時間内兼業に係る基準
等の明確化

通達 　平成１５年度中に、各府省に対し、一般職の国家公務員が「産
学公・地域連携」活動等のために大学教員と勤務時間内兼業を
行う際の基準等を明確化した通達を発出する。

平成１５年
度中

産業

204002 総務省 合併後の住居表示に旧市町
村名に「区」を付して表示する
ことの容認

法律 　合併時の特例として、一定の要件を満たした場合には旧市町
村の区域を単位としてその住居を表示する際に、「区」の名称を
冠することができることとする。

平成１６年
度中

自治

204003 総務省 コミュニティ・ファンドの形成支
援

通達 　平成１６年度より、コミュニティ・サービス事業に融資等を行うコ
ミュニティ・ファンドを形成するため、地方公共団体が公益法人
等に出資・貸付を行い、地方債を発行する場合、その償還金利
子の一部を地方交付税に算入し、その起債の取扱について定
めた要綱を発出する。

平成１６年
度中

自治



204004 総務省 コミュニティ・サービス事業の
活性化支援

省令 　現在、地方交付税に算入しているコミュニティ・サービス事業を
行うＮＰＯ活動等を活性化させるための経費に加え、コミュニ
ティ・サービス事業への制度融資、アドバイザー派遣や相談会
の開催等に要する経費を地方交付税に算入する。

平成１５年
度中

自治

204005 総務省 地域再生マネージャー制度の
導入等

運用 　市町村の地域再生に係る取組にあたって、具体的・実務的ノ
ウハウ等を有する企業又は人材等に係る情報を市町村に提供
し、市町村が当該企業等を「地域再生マネージャー」として選定
し地域再生に係る業務を委託するシステムを構築することによ
り、地域再生に資するものとする。平成１６年度から事業を実施

平成１６年
度中

都市

204006 総務省 土地開発公社の所有する公有
地先行取得事業用地の地方
公共団体による有効利用

運用 　土地開発公社の経営健全化の観点から、土地開発公社の所
有する公有地先行取得事業用地を土地開発公社が直接貸付
けるのではなく、当該土地を地方公共団体が取得してその有効
利用を図るための地方債措置を講じる。

平成１６年
度中

転用

204007 総務省 任期付短時間職員制度の創
設

法律 　地方公務員の多様な勤務形態の導入を図るため、以下のとお
り措置する。① 任期付の短時間勤務職員制度の創設② 任期
付採用の拡大③ 自己研鑽等の場合における部分休業制度の

平成１５年
度中

自治

204008 総務省 第三セクター設立のための出
資金に対する地域再生事業債
適用

通達 　地域再生事業債に係る出資金の取扱いについては、事業の
目的及び公益性並びに地方団体の出資割合等を勘案して地方
債の対象と認められるものについては、その全部又は一部に地
域再生事業債を充当することを可能とする。

平成１５年
度中

自治

204009 総務省 受託研究における機器の継続
使用の容易化（通信・放送機
構）

運用 　地域再生提案の趣旨も踏まえて、平成16年度中に、法人（通
信・放送機構は、平成16年4月1日から独立行政法人情報通信
研究機構に移行）の規程において、受託期間終了後も委託先
が引き続き機器を使用して同様の研究を実施する場合に無償
譲渡を選択することが可能となるよう規定を整備する。

平成１６年
度中

産業

204010 総務省 地域イントラネット基盤施設整
備事業等の拡充

補助要綱 　地域イントラネット基盤施設整備等の平成16年度予算（案）に
おいて、ケーブルテレビ（地方公共団体又は第3セクターが運営
するものに限る。）への開放を目的とする整備を可能とすること
が認められたところ。平成16年度事業から補助対象とすべく、補
助金交付要綱を改正することとしている。

平成１６年
度中

産業

204011 総務省 移動通信用鉄塔施設整備事
業の補助対象拡充

補助要綱 　移動通信用鉄塔施設整備事業の伝送用専用線については、
平成16年度予算要求の結果、基地局から同一市町村のアクセ
スポイントまでの有線設備（光ケーブル）の補助対象化が認めら
れたところであり、平成16年度事業から対象とすべく、補助金交
付要綱を改正することとしている。

平成１６年
度中

産業



204012 総務省 加入者系光ファイバ網設備整
備事業の対象地域の拡大

補助要綱 　加入者系光ファイバ網設備整備事業の事業実施地域につい
ては、過疎又は離島が属する町村全域であったが、平成１６年
度予算（案）において、辺地、半島、山村、特定農山村を含む町
村全域への拡充が認められたところ。なお、平成１５年末日現
在過疎地域、離島に係る町村又は平成１６年度当初において辺
地、半島、山村、特定農山村に係る町村であって、合併により市
となったものについては、旧対象町村の区域についても、事業
対象地域とすることが認められたところ。上記に伴い、平成１６
年度事業から対象とすべく、補助金交付要綱を改正することとし

平成１６年
度中

産業

204013 総務省 ロボット実証実験における特
定実験局開設

省令 　実験局に係る申請から免許までの期間短縮及び特定実験局
開設者の経済的負担の軽減により、電波の逼迫対策の推進及
び産業の活性化に資するため、既設無線局への混信が発生し
ないこと等を前提として、免許期間を短期間（１～２年）に限定し
た特定実験局制度を実施する。

平成１５年
度中

産業

205001 法務省 学校の夏期休業等を活用し
て、外国語講師等を行う外国
人大学生に対する在留資格の
付与

告示 　外国の大学の学生が夏期休暇等を利用して、地方公共団体
が実施する異文化交流を目的としたプログラムに参加し、報酬
を受けて、我が国の小中学生に対し国際文化交流に係る講義
を行う活動に対し、地方公共団体が当該学生の滞在中の活動
について責任を負うことを前提に、「特定活動」の在留資格を決

平成１６年
度中

教育

206001 外務省 香港ＳＡＲ旅券、英国ＢＮＯ旅
券（香港居住権者）に対する査
証免除

通達 　香港ＳＡＲ旅券、英国ＢＮＯ旅券（香港居住権者）について短
期滞在査証を免除する。

######### 都市

208001 文部科学省 地域づくり支援室などアドバイ
ザリー機能の強化

運用 　教育、文化及びスポーツの振興による地域づくりを推進するた
めに平成１６年１月に設置した「地域づくり支援室」においては、
人づくりを通じた地域づくりのための新たな支援策の企画・立
案、地方公共団体等からの相談の対応や要望等の把握、専門
家の派遣、関係機関との仲介支援、取組の全国的普及等を実
施する。また、教育、文化及びスポーツによる地域づくりを支援
するワンストップサービスセンターとして、いつでも相談等に対
応できる総合窓口としての機能を果たす。

平成１５年
度中

都市

208002 文部科学省 幼稚園における木材の活用が
可能であることの明確化

運用 　木材を活用した学校施設の事例集の作成等を行い、その中で
幼稚園を耐火建築物とする場合も含めて、木材を活用した施設
の設置が可能であることについて明確化する。

平成16年
度中

農業

208003 文部科学省 補助金で取得した研究機器等
の研究終了後の転用の弾力
化

通知 　補助金等で取得した機器等について、各補助金制度の内容と
照らし、必要がある場合には、研究終了後に他の用途に転用す
る場合に国庫納付金を不要とする大臣承認に係る取扱いを弾

平成１６年
度中

転用



208004 文部科学省 案内標識等サイン類の様式の
統一

通知 　「歴史の道整備活用事業」について、地域が、各種案内標識
の様式を統一化することなど最適と判断した様式での標識設置
が可能であることを、確認のため全国の都道府県に通知する。

平成１５年
度中

都市

208005 文部科学省 カモシカの捕獲についての現
状変更の許可権限の都道府
県への移譲

告示 　カモシカの捕獲について、科学的かつ計画的なカモシカの管
理がされている区域については、文化財保護法における文化庁
長官の許可を、都道府県の申出に基づき、当該都道府県へ権

平成１６年
度中

農業

209001 厚生労働省 緊急地域雇用創出特別基金
事業の中小企業特別委託事
業の委託対象者要件の見直し

通達 　本事業は、中小企業の雇用の安定や雇用機会の提供を目的
とするものであるが、最近の景気が着実に回復している状況を
踏まえると、今後においては、景気の回復が雇用機会の創出・
拡大に確実に結びつくようにしていくことが重要であることから、
従来の事業類型のほかに、①売上高の減少割合である「１／３
以上減少」を「１／５以上減少」とする、②事業に従事する労働
者のうち新規雇用者の割合である「１／１０以上（最低１人以
上）」を「１／２以上（最低１人以上）」とする新たな事業類型の創

平成１６年
度中

産業

209002 厚生労働省 若年者向け就業支援センター
への支援と国の職業紹介事業
との十分な連携の確保

運用 　平成16年度より、都道府県が若年者のためのワンストップ
サービスセンターを設置する場合に、企業説明会や高校生の保
護者の就職に関する意識の啓発等の「若年者地域連携事業」
を委託するとともに、都道府県の要請に応じ、ハローワークの併
設を行うことにより、支援・連携を図る。なお、事業の実施にあ
たっては、経済産業省の「若年産業人材育成事業」と連携をとり
ながら、積極的な支援を行う。

平成１６年
度中

産業

209003 厚生労働省 地方公共団体の行う無料職業
紹介事業の公共職業安定所と
の求人情報等の共有化

通達 　昨年の職業安定法の改正により、地方公共団体が、自らの行
政施策に附帯して無料職業紹介事業を行うことが可能になった
ところである。このような地方公共団体に対しては、平成１６年
度から、公共職業安定所の求人のうち、求人者が公共職業安
定所外に提供することに同意した求人、具体的には、ハロー
ワークインターネットサービスにおいて公共職業安定所の求職
者以外に公開されている求人について、電子媒体で情報提供を

平成１６年
度

産業

209004 厚生労働省 仕事と家庭両立支援事業特別
援助事業補助金によるファミ
リー・サポート・センターの支部
の設置要件の緩和

通達 　市町村合併の場合などについて、１０万人未満でも支部の設
置を可能とする特例措置を設ける。

平成１６年
度中

産業



209005 厚生労働省 若年者職業能力開発支援事
業の実施主体に都道府県を追
加

通達 　従来から、若年者に対する訓練は県においても実施できるとさ
れているが、平成１６年度より、若年者を対象として、企業実習
と一体となった教育訓練を行うことにより一人前の職業人を育
成する日本版デュアルシステムを導入することとしており、その
実施にあたっては、都道府県も職業能力開発施設を活用して実

平成１６年
度中

産業

209006 厚生労働省 居宅介護従業者の養成研修を
修了した者について、介護保
険制度における訪問介護員と
して都道府県知事が個別に認
めた場合の同様の活動の可
能化

通知 　　「指定居宅介護及び基準該当居宅介護の提供に当たる者と
して厚生労働大臣が定めるもの」（平成１５年厚生労働省告示
第１１０号）第２号に規定する居宅介護従業者の養成研修を修
了した者については、その者が介護保険制度における訪問介
護員と同等の知識等を有するかどうか等について、都道府県知
事が個別に判断した上で、必要な措置等を行うことができるよ
う、平成１５年度中に通知の改正を行う。

平成１５年
度中

福祉

210001 農林水産省 市民農園で生産された農作物
の販売が可能な範囲の明確
化

通達 　レクリエーション等非営利目的での農作物の栽培のために農
地を貸し付ける市民農園において、自家消費量を超える農作物
の収穫が得られた場合の取扱いなど、農作物の販売が可能な
範囲に関して通知する。

平成１５年
度中

農業

210002 農林水産省 農村地域工業等導入促進法
の指定を受けて整備した工業
用地の宅地への転用

通達 　工業等導入地区については、用地の取得・造成に当たって農
地の転用規制の緩和措置等が講じられているものがあるため、
工業等導入地区内用地の宅地等他用途への転用の際に行っ
ている関係機関との協議を全て不要とすることは、農地法の適
正な運用の確保の観点から困難であるが、団地の造成時期等
地域の実情を十分勘案し、事務手続きの迅速化に努めるよう道
府県に対して通知を発出する。

平成１６年
度中

転用

210003 農林水産省 バイオマス利活用フロンティア
整備事業補助対象実施主体
の拡大

補助要綱 　バイオマスの利活用をより一層、効率的に推進していくため、
本事業の実施主体に、地方公共団体及び地域におけるバイオ
マスの利活用に関与している農業団体又は民間事業者が参加
する共同事業体、並びにＰＦＩ事業者を追加する。

平成１６年
度中

農業

210004 農林水産省 林業・水産業等の連携 運用 　平成１６年度から、森林・林業関係者と漁業関係者の参画の
下、豊かな海を育む森林の整備と漁場環境の改善にかかる施
策を一体的かつ総合的に実施するとともに、地域で生産される
間伐材等の木材資源について魚礁等への活用を推進する。な
お、間伐材等の木材を活用した魚礁の整備に当たっては、技術
の集積や普及を図る上で有効である事業をモデル的に実施す

平成１６年
度中

農業



210005 農林水産省 新山村振興等農林漁業特別
対策事業の事業主体の拡充

通達 　山村等中山間地域の振興を一層促進するため、地域の特性
を活かした農林漁業を始めとする多様な産業の振興を図るため
に必要な諸施設の整備を図るに当たって、その建設・管理の効
率的かつ効果的な実施のため民間活力の導入が有効であると
いう観点から、本事業の事業主体に、ＰＦＩ法の手続きを経た民

平成１６年
度中

農業

210006 農林水産省 競争的資金に係る地方領域設
定枠の創設

通達 　地方の実状に応じた各地方独自の施策課題に臨機応変に対
応するため、「先端技術を活用した農林水産研究高度化事業」
について、地方農政局等が自ら研究領域を設定して研究課題を
募集する仕組みを導入する。

平成１６年
度中

農業

210007 農林水産省 農地転用の許可申請手続の
円滑化

通達 　４haを超える農地転用のための許可申請に係る都道府県の
事務については、地方自治法第２５２条の１７の２の特例条例に
基づき市町村に委譲することが可能であり、地方公共団体に対
し、地域の実情に応じた運用が可能であること等について、通
知を発出し、周知する。

平成15年
度中

農業

210008 農林水産省 就農支援資金の貸付対象の
拡充

法律 　農業法人等への就農を積極的に促進するため、農業法人等
が就農計画を作成し、新規就農者を就農させようとする場合
に、当該農業法人等に対し、就農支援資金（就農研修資金及び
就農準備資金）の貸付けを可能とする。

平成１６年
度中

農業

210009 農林水産省 農業法人等に対する出・融資
の一体的提供

運用 　農業法人等の経営改善を支援するため、農業法人等に対し
て、経営改善に必要な出資と制度資金（農業近代化資金・農林
公庫資金・農業改良資金）の融資の一体的提供を円滑に行うた
めの体制を整備する。

平成１６年
度中

農業

210010 農林水産省 補助事業による施設の有効活
用のための制限緩和

通達 　補助事業完了後一定の期間を経過し、事業実施当時予見で
きなかった社会経済情勢の急激な変化等により、当初の補助目
的に従った利用が困難になっている農林水産共同利用施設に
ついて、施設の有効利用を図り農林水産業の振興に資すること
が見込まれる等、一定の要件を満たす場合は、補助金相当額
の国庫納付を求めることなく、施設の転用等を認めるよう承認
要件を明示した運用通知を平成１６年度中に作成する。

平成１６年
度中

転用

211001 経済産業省 工場立地法の地域準則に関
する権限委譲

法律 　工場立地法は、国が定める準則に変えて、都道府県及び政令
指定都市に一定の幅で緑地等の面積率を設定することができ
るようにしているところであるが、中核市等においても、その実
需、要望などを踏まえて、地域の実情に応じた緑地面積率の設
定を可能とする方向で見直しを行う。

平成16年
度中

都市



211002 経済産業省 政府系金融機関の特別貸付
の貸付対象等の拡充

通達 　中小企業金融公庫及び商工組合中央金庫においては、現行
の企業再生に取り組む中小企業を支援するための貸付制度
（企業再建資金）により要望事項に対する貸付は可能である
が、平成１６年度から株式会社整理回収機構や株式会社産業
再生機構等の関与の下で再生に取り組む中小企業を貸付対象
として明記する。また、国民生活金融公庫においても、平成１６
年度から同様の貸付制度を創設する。

平成16年
度中

産業

211003 経済産業省 電気工事士免状交付事務の
民間へのアウトソーシング

法律 　電気工事士法の免状交付については、申請者の実務経験等
の審査を必要とする場合があるため、その審査業務は引き続き
都道府県において実施することが必要であるが、それら以外の
事務については、個人情報の厳格な管理等一定の要件を満た
すことを条件とした上での委託が考えられる。よって、それを踏
まえたスキームの措置を講じることとする。

平成16年
度中

自治

211004 経済産業省 産業用地への誘導業種の拡
充

法律 　特定の業種を誘導する目的で地域振興整備公団が造成・整
備した産業業務施設用団地、中核工業団地、特定事業集積促
進用団地について、地域再生に資する等、一定の場合について
当初の目的以外の用地としても利用可能とする。

平成16年
度中

産業

211005 経済産業省 研究開発補助金で取得した機
械装置の転用

通達 　補助金適正化法上の処分制限財産の転用申請について、合
理的なものに対しては柔軟な対応を徹底するため、当該補助金
で取得した機械・装置等を当該補助金の補助目的に従って利用
する余地が乏しくなった場合、等の承認要件を明示した運用通
達を平成16年度中に作成する。

平成16年
度中

転用

211006 経済産業省 電源立地特別交付金電力移
出県等交付金（２００３年１０月
に他の交付金と合わせて電源
立地地域対策交付金へと統
合）で整備した施設の転用

通達 　補助金適正化法上の処分制限財産の転用申請について、合
理的なものに対しては柔軟な対応を徹底するため、①補助対象
施設を維持する必要性が当該地域において乏しくなったこと、②
転用を承認しない場合には、補助対象施設の遊休施設化その
他の不適切な事態が生じる可能性が高いこと、③転用目的は、
可能な限り補助目的と密接に関連する用途とするよう努め、そ
れが困難な場合であっても、公益性の高い用途に転用されるこ
と等の承認要件を明示した運用通達を平成16年度中に作成す

平成16年
度中

転用



211007 経済産業省 工業用地造成に係る補助金に
より整備した施設の転用

通達 　補助金適正化法上の処分制限財産の転用申請について、合
理的なものに対しては柔軟な対応を徹底するため、①補助対象
施設を維持する必要性が当該地域において乏しくなったこと、②
転用を承認しない場合には、補助対象施設の遊休施設化その
他の不適切な事態が生じる可能性が高いこと、③転用目的は、
可能な限り補助目的と密接に関連する用途とするよう努め、そ
れが困難な場合であっても、公益性の高い用途に転用されるこ
と、等の承認要件を明示した運用通達を平成16年度中に作成

平成16年
度中

都市

211008 経済産業省 特定公共施設等用ソーラーシ
ステム設置事業に係る施設の
地域団体への譲渡

通達 　補助金適正化法上の処分制限財産の処分申請について、合
理的なものに対しては柔軟な対応を徹底するため、①当該施設
の用途が維持されること（当省が転用を承認した場合を除く）、
②管理体制が相当程度効率化され、かつ、適切な管理体制が
確保されていること、③譲渡を受けた者が処分制限を承継する
こと、④無断処分等の不適切な事態が生じた場合の責任関係
が明らかになっていること、⑤売却益が発生した場合には一定
割合を国庫に納付すること、等の承認要件を明示した運用通達

平成16年
度中

都市

211009 経済産業省 民活補助金で取得した特定施
設の転用

通達 　補助金適正化法上の処分制限財産の転用申請について、合
理的なものに対しては柔軟な対応を徹底するため、①補助対象
施設を維持する必要性が当該地域において乏しくなったこと、②
転用を承認しない場合には、補助対象施設の遊休施設化その
他の不適切な事態が生じる可能性が高いこと、③転用目的は、
可能な限り補助目的と密接に関連する用途とするよう努め、そ
れが困難な場合であっても、公益性の高い用途に転用されるこ
と、等の承認要件を明示した運用通達を平成16年度中に作成

平成16年
度中

転用

211010 経済産業省 既存水源、工業用水道施設の
有効活用に伴う転用

通達 補助金適正化法上の処分制限財産の転用申請について、合理
的なものに対しては柔軟な対応を徹底するため、①補助対象施
設を維持する必要性が当該地域において乏しくなったこと、②転
用を承認しない場合には、補助対象施設の遊休施設化その他
の不適切な事態が生じる可能性が高いこと、③売却益が発生し
た場合には一定割合を国庫に納付すること、等の承認要件を明
示した運用通達を平成16年度中に作成する。

平成16年
度中

転用

211011 経済産業省 地場産業振興に係る各種支援
制度の補助対象者及び対象
事業の拡大

運用 　地場産業振興に係る各種支援制度の補助対象事業等の拡大
については、様々な政策的ニーズを踏まえ、実施する。

平成16年
度中

産業



211012 経済産業省 地域新生コンソーシアム研究
開発事業に係る成果報告書の
簡素化

運用 　地域新生コンソーシアム研究開発委託事業に係る成果報告
書について、平成１６年度中に、報告項目の整理、報告書ペー
ジ数の削減、２年度に亘る研究開発の１年度目の報告について
簡潔な報告が可能なものは簡素化を許容する等の簡素化に係
る検討を行い、当該年度の事業に係る成果報告より、その改善

平成16年
度中

産業

211013 経済産業省 研究開発補助金のテストピー
ス等保管規定の廃止

運用 　研究開発における仕損じ品やテストピース等の保管について
は、額の確定後であれば写真等の保管により代用可能とするこ
とができるよう実施要領を改正する。

平成16年
度中

産業

211014 経済産業省 第３セクターにおける補助要件
（出資割合）の見直し

補助要綱 　商業・サービス業集積関連施設整備費補助金交付要綱及び
中心市街地商業等活性化総合支援事業費補助金交付要綱に
おいて、間接補助事業者の補助率について、市町村及び補助
事業者の出資若しくは出えんが過半の第３セクターについては
１／２としているが、中心市街地活性化に係る他の補助金との
整合性を図り、市町村及び補助事業者の出資若しくは出えんが
１／２以上の第３セクターについては補助率を１／２とする方向

平成16年
度中

都市

211015 経済産業省 ＴＭＯの主体としてＮＰＯ法人
を追加

政令 　関係機関の了解が得られることを前提として、ＴＭＯの主体と
してＮＰＯを加える政令改正を行う。

平成16年
度中

都市

211016 経済産業省 ＦＡＺ地域のインキュベートオ
フィスにおける外国企業の出
資者の要件緩和

運用 　本補助事業は、限られた予算の中で、より技術、経営ノウハウ
等の移転が図られることが期待できるよう運用してきているが、
現在同意を受けているＦＡＺ地域においては、平成１６年度中
に、個人（外国人）出資による企業についても対象要件とするこ
とについて、措置を講じる。

平成16年
度中

産業

211017 経済産業省 補助事業により駐車場等とし
て整備した施設の転用

通達 　補助金適正化法上の取得財産の転用申請について、合理的
なものに対しては柔軟な対応を徹底するため、①当該施設の一
部の転用によって、補助目的が増進し、又は損なわれないこと
が確実であること、②貸付先が適切な管理体制を有しているこ
と、③貸付料の一定割合を国庫に納付すること、等の承認要件
を明示した運用通達を平成１６年度中に作成する。

平成１６年
度中

転用

211018 経済産業省 がんばれ！中小企業ファンド
の組成促進

通達 　目利き能力、販売網などを有する商社等事業会社の民間主
体を軸とした「がんばれ！中小企業ファンド」の組成に、中小企
業総合事業団が加わり、新事業展開に挑戦する既存中小企業
に対し、販路拡大等の経営支援を行いながら、投資的資金供給

平成16年
度中

産業



211019 経済産業省 地域中小企業再生ファンドの
組成促進

法律 　平成１５年４月、産業再生特別措置法を改正し、中小企業総
合事業団の業務として、中小企業再生ファンドへの出資業務を
追加した。地域金融機関などの民間が主体となって組成する
「地域中小企業再生ファンド」に対し、中小企業総合事業団が出
資、その組成を支援する。中小企業総合事業団の支援する「地
域中小企業再生ファンド」は、中小企業再生支援協議会と連携
し、継続的な経営支援を行い、短期的な利益獲得を行うのでは
なく、中期的に株式、債権を保有し、投資先企業の本格的な再

平成１５年
度中

産業

211020 経済産業省 知的財産の活用による地域産
業の活性化

運用 　特許の流通に関する専門家（特許流通アドバイザー）を育成
し、これら専門家同士のネットワークを全国規模で構築するとと
もに、各地域の支援組織（経済産業局、TLO、起業家育成専門
家等）と一体となった連携を図り、施策の相乗効果を高めること
により、積極的に知財活用に取り組む地域の中小・中堅企業の

平成１６年
度中

産業

211021 経済産業省 保安四法の地方への権限移
譲（高圧ガス保安法）－貯槽以
外の高圧ガス設備開放検査期
間変更設定

省令 　開放検査周期等保安検査の実施方法全般について検討を行
うこととしており、その中で貯槽以外の高圧ガス設備開放検査
周期についても、事業者の設備管理の精度に応じて都道府県
が決定できることとする方向としている。

平成１６年
度中

産業

212001 国土交通省 河川占用許可の弾力化 通知 　河川敷地を利用してオープンカフェ等を設置する社会実験に
ついて、大阪の道頓堀川、広島の太田川等の都市再生プロジェ
クト区域への適用から、地域再生計画区域においても積極的に
実施できるよう全国に拡大する旨通知する。

平成１５年
度中

都市

212002 国土交通省 道路占用許可弾力化（オープ
ンカフェ等）

通知 　より創意工夫を活かした道路占用許可が可能となるよう地域
活動の円滑化のためのガイドラインを新たに作成する。

平成１６年
度中

都市

212003 国土交通省 道路管理の民間開放（指定管
理者制度）

通知 　道路について、指定管理者が管理できる範囲の整理を行い、
指定管理者制度等も活用できる旨を新たに通知する。その際
に、地域再生プログラムの一環として指定管理者制度を活用で
きる旨についても通知する。

平成１５年
度中

都市

212004 国土交通省 河川管理における指定管理者
制度の導入

通知 　河川について、指定管理者が管理できる範囲の整理を行い、
指定管理者制度等も活用できる旨を新たに通知する。その際
に、地域再生プログラムの一環として指定管理者制度を活用で
きる旨についても通知する。

平成１５年
度中

都市

212005 国土交通省 公営住宅管理における指定管
理者制度の活用

通知 　公営住宅について、指定管理者が管理できる範囲の整理を行
い、指定管理者制度も活用できる旨を新たに通知する。その際
に、地域再生プログラムの一環として指定管理者制度を活用で
きる旨についても通知する。

平成１５年
度中

都市



212006 国土交通省 港湾施設管理における指定管
理者制度の導入

通知 　港湾施設について、指定管理者が管理できる範囲の整理を行
い、指定管理者制度等も活用できる旨を新たに通知する。その
際に、地域再生プログラムの一環として指定管理者制度を活用
できる旨についても通知する。

平成15年
度中

都市

212007 国土交通省 都市公園施設管理の民間開
放促進

法律 　都市公園法第５条の許可要件である「公園管理者自らが設け
又は管理することが不適当又は困難な場合」に、「公園管理者
以外の者が公園施設を設けることが都市公園の機能を高める
場合」を追加し、民間事業者等の積極的な活用を可能とする法
律改正を予定している。（今通常国会提出）

平成１６年
度中

都市

212008 国土交通省 道路事業の実施を市町村へ移
譲

法律 　「国の補助金等の整理及び合理化等に伴う国土利用計画法
及び都市再生特別措置法の一部を改正する法律」において、都
市再生整備計画に位置付けられた一定の補助国道又は都道
府県道に関する事業については、市町村が実施することができ

平成１６年
度中

都市

212009 国土交通省 まちづくりに関する権限の一体
化

法律 　「国の補助金等の整理及び合理化等に伴う国土利用計画法
及び都市再生特別措置法の一部を改正する法律」において、市
町村が、都道府県等の同意を得て都市計画の決定等ができる
など、まちづくりに関する権限をできる限り一体化する。

平成１６年
度中

都市

212010 国土交通省 みちづくり交付金事業の運用
改善（手続一本化）

運用 　みちづくり交付金事業（地方道路整備臨時交付金）では、平成
１６年度より、従来の道路・街路の採択基準に関わらず事業を
実施できる等の運用改善を行うことから、地域の実情に応じて
より柔軟な道路整備が可能とする。また、道路事業・街路事業を
含む計画について手続の一本化を行う。

平成１６年
度中

都市

212011 国土交通省 みちづくり交付金事業の運用
改善（目標達成型の導入）

通知 　平成16年度より、新たに目標達成型を導入し、個別事業内容
の事前審査から対象事業の目標達成度に対する事後評価に転
換することとしており、全体事業費の下限値の要件についても
目標達成型については廃止する。

平成１６年
度中

都市

212012 国土交通省 スマートＩＣの社会実験の実施 運用 　高速道路の有効活用を促進し、地域生活の充実、地域経済の
活性化を図るため、建設・維持管理コストの削減が可能となるス
マートＩＣの活用等、ＩＣの倍増に向けた追加ＩＣ整備を促進する
（以下の社会実験の結果等も踏まえ、整備促進策を展開予
定）。平成１６年度については、ＳＡ・ＰＡに接続するスマートＩＣの

平成１６年
度中

都市

212013 国土交通省 国土交通省の光ファイバ開放
手続きの迅速化

運用 　直轄区間に約２．７万ｋｍある光ファイバー資源を、地域再生
に最大限活用できるようにするため、地域における光ファイバー
の整備状況と民間への開放区間が一目でわかる「地域光ファイ
バー開放区間マップ」を新たに作成し、迅速に公表する。・ 　河
川・道路管理用光ファイバーの民間開放手続きのスピードアッ

平成１６年
度中

都市



212014 国土交通省 観光関係の施策連携（共通プ
ラットフォーム）

運用 　観光関係施策については、平成15年7月31日にとりまとめられ
た「観光立国行動計画」に基づいて、関係省庁が緊密に連携し
ながら進めていくこととしている。また、各地方支分部局におい
て、一地域一観光、全国都市再生、構造改革特区の連携によ
り、地域づくり、地域再生を省庁横断的に推進していくため、関
係省庁、地方公共団体、経済団体等が連携を図る共通プラット

平成15年
度中

都市

212015 国土交通省 「地域再生支援チーム」の設置 運用 　地方公共団体、地元経済界、国の地方支分部局等の横断的
な議論の場（共通プラットフォーム）を活用し、地方ブロックごと
に「地域再生支援チーム」を設置し、地域の支援に関する相談
についてワンストップで対応する。

平成15年
度中平成
16年度中

都市

212016 国土交通省 「一地域一観光」を推進する
「ひと」「情報」の充実

運用 　地域再生の起爆剤となるような地域観光を活性化していくため
には、ソフトインフラとして「ひと（人材）の育成」と「情報の発信」
が重要である。このため、「一地域一観光」を推進する「ひと」
「情報」を充実する以下の措置を講じる。(ｱ) 魅力的な観光地づ
くりの基盤となる人材の育成　観光カリスマによる観光地づくり
の核となる人材の育成を図るとともに、外国人対応の観光案内
所のサービスの充実に資する人材を育成するための外国人対
応マニュアルの作成や研修を実施する。(ｲ) 観光地づくり・観光
客の利便に資する情報提供　魅力ある地域づくりを推進すると
ともに、観光客に地域の魅力を発信するため、各地のボランティ
アガイドのサービス内容、先進的なＮＰＯ活動等に関する情報
提供を推進するとともに、地域づくりに豊富なノウハウを持つ人
材、地域づくりの先進事例、各種支援措置等の情報提供を強化

平成16年
度中

都市

212017 国土交通省 「地域交通会議（仮称）」の設
置

通達 　「地域・利用者でつくりあげる地域交通」を実現するために地
域の関係者が議論する場として「地域交通会議（仮称）」を設置

平成16年
度中

都市

212018 国土交通省 コミュニティバス、乗合タクシー
の許可に関する基準の弾力化
等

通達 　いわゆるコミュニティバスや乗合タクシーについては、利用者
利便の向上、手続負担の軽減等を図る観点から、具体的事例
を踏まえて検討した上で、許可等の基準の運用を見直す。

平成16年
度中

都市

212019 国土交通省 観光客向けタクシー等タクシー
の運賃・料金の多様化を実現
するための環境整備

通達 　観光客向けタクシー等タクシーの運賃・料金について、タク
シー事業者と利用者との間において機動的かつ柔軟な運賃・料
金の設定が可能となるようにすること等を含め、運賃・料金の更
なる多様化を実現するよう、現行の運賃制度を見直す。

平成16年
度中（早
期）

都市



212020 国土交通省 島しょ部におけるタクシーの参
入要件の見直し

通達 　タクシー事業者が存在しないような交通機関が未発達の島
しょ部における最低車両数、運行管理者の配置等タクシー事業
の許可等の基準について、必要な交通手段を確保し、利用者利
便の向上を図る観点から、具体的事例を踏まえて検討した上
で、その運用を見直す。

平成15年
度中

都市

212021 国土交通省 観光振興目的の航路等につい
て輸送需要に応じたダイヤの
設定等

運用 　観光振興・地域活性化のため、輸送需要に応じたダイヤの設
定等が一般旅客定期航路事業で可能であることを明確にし、創
意工夫に富んだ運航を実現する。

平成16年
度中

都市

212022 国土交通省 ＮＰＯ 等によるボランティア輸
送の全国展開

通達 　ＮＰＯ等によるボランティア輸送としての有償運送可能化事業
については、特区における結果を評価・検証した上で、運送主
体の更なる要件緩和等その要件を見直した上で、全国的に実

平成１５年
度中

福祉

212023 国土交通省 観光推奨バス路線指定制度
の活用

補助要綱 　外国人旅行客にとって利用しやすい路線バスとするため、平
成16年度において「観光推奨バス路線指定制度」を創設し、実
証実験を行うこととしている。（平成１６年度予算案）

平成16年
度中

都市

212024 国土交通省 燃料電池自動車の保安基準
策定

省令 　平成16年度末までに燃料電池自動車の保安基準を策定す
る。

平成１６年
度末

産業

212025 国土交通省 駅・まちバリアフリーに関する
総合的な構想の策定

告示・運
用

　交通バリアフリー法に基づき市町村が策定する基本構想につ
いて、重点整備地区内の建築物も含めた一体的なバリアフリー
対応について基本構想策定の際に配慮されるよう、基本方針を
改正しその旨を明確化するほか、市町村に対して建築物、公園
等を含めた一体的な整備に係る情報提供等を行うことなどによ
り、旅客施設及び道路等に加えて建築物、公園などの施設も含
めた総合的な構想づくりを促進する。

平成16年
度中

都市

212026 国土交通省 駅・まちバリアフリー関連の情
報の提供

運用 各地方公共団体におけるバリアフリー環境の整備状況に関す
る現状を総合的に指標化したバリアフリー指標の取りまとめ及
び公表を行うとともに、各地域における駅、歩行空間、建築物、
公園等のバリアフリー化に係る先進的事例に関する情報を提供

平成16年
度中

都市

212027 国土交通省 ＩＣカード、パークアンドライド、
公共交通・観光活性化連携シ
ステム、カーシェアリング等各
種実験の実施

運用 　認定地域再生計画に係る実験で、道路、地域交通の実験にお
いて設定した実験のテーマ及び内容に合致するものについて重
点的な支援を行うよう配慮する。

平成16年
度中

都市

212028 国土交通省 まちづくり交付金の創設 法律 　従来の補助金とは全く異なる、市町村の自主性や裁量性を追
及した「まちづくり交付金」を創設する。（「国の補助金等の整理
及び合理化等に伴う国土利用計画法及び都市再生特別措置法
の一部を改正する法律案」）

平成16年
度中

都市



212029 国土交通省 道路占用における「市町村推
奨ルール」の導入

通達 　国道・県道の道路占用許可申請の際に、地域再生等の観点
から支援する路上イベント等に関し、市町村の意見が付されて
いる場合については、市町村の意見を尊重して道路占用許可
の判断を行う新たな仕組みを導入する。

平成１６年
度中

都市

212030 国土交通省 河川占用における「包括占用
制度活用ガイドライン」の策定
等

運用 ・ 地域の特性を踏まえつつ、市町村の主体的かつ計画的な河
川敷地の利用を可能とする包括占用制度の活用の拡大を図る
ため、「包括占用制度活用ガイドライン」を作成する。・ 地域再
生計画において、河川における包括占用、占用許可が含まれて
いる場合には、河川占用許可手続きを大幅にスピードアップす
る（標準処理期間３ヶ月のところ、原則１ヶ月で処理）。

平成１６年
度中

都市

212031 国土交通省 「水辺の自由使用ガイドライ
ン」の策定

運用 　カヌーやレガッタ大会等河川敷地のイベント利用の促進のた
め、自由使用で河川敷地のイベント利用ができる工夫事例を含
めた自由使用ガイドラインを作成し、これを広く全市町村に周知

平成１６年
度中

都市

212032 国土交通省 開発許可制度の市街化調整
区域での弾力的な運用の情報
提供

通知 　地方公共団体の地域の実情に応じた弾力的な運用が可能と
なるよう、市街化調整区域における開発許可例や条例の制定
状況について調査し、情報提供を行い、地方公共団体に地域の
実情に応じた弾力的な運用が可能であること等を通知及び全国
担当者会議等の場で周知する。

平成１６年
度中

都市

212033 国土交通省 路地や細街路の美しいたたず
まいの保全・再生

通知 　地域の歴史文化を継承するため､４ｍに満たない路地に面す
る場合でも､地方公共団体の条例で建築物の安全上の条件を
付して､建築物の増改築等を可能とするとともに､各種事業制度
等により､美しいたたずまいの保全・再生を積極的に推進する。

平成１５年
度中

都市

212034 国土交通省 構想策定段階からの総合的な
情報提供の実施

運用 　地方整備局等ごとに設置された建設産業再生協議会（地方整
備局、都道府県の建設業担当部局、商工担当部局、雇用担当
部局、国の各地方機関、建設業団体などがメンバー）において、
関係行政機関と連携・協力して新規参入分野における市場の
動向、規制等の制度、公的融資・助成金等の支援措置につい
て、総合的な情報提供を実施する。

平成15年
度中平成
16年度中

都市

212035 国土交通省 「企業連携・新分野進出モデル
事業」の積極的な活用

運用 　地域再生計画に盛り込まれた建設業の新分野進出や資機材
の共同調達・共同配送、経営管理業務の外注化、新技術・新工
法の共同開発など将来的に企業組織・資本の統合に繋がる可
能性の高い企業連携の取組みについて、「企業連携・新分野進
出モデル事業」（経営の効率化、経営基盤の強化等に向けたモ
デル的な取組みを普及・啓発する事業）を積極的に活用する。

平成16年
度中

産業



212036 国土交通省 建設業再生アドバイザーの派
遣

運用 　地域再生計画に従って新分野進出など経営革新を行おうとす
る企業に対し、地方整備局等ごとに確保・養成する専門家を、
建設業再生アドバイザーとして派遣する。

平成16年
度中

産業

212037 国土交通省 各種支援措置の重点実施 運用 　建設業の新分野進出などの取組みの円滑な実施を図るた
め、構造改革特別区域制度等の積極的な活用を推進する。

平成16年
度中

産業

212038 国土交通省 関係省庁連携会議の開催 運用 　建設業の新分野進出及び進出分野での建設業の人材・能力
の活用の促進について協議するための関係省庁の連携会議を
開催する。

平成15年
度中平成
16年度中

産業

213001 環境省 環境と経済の好循環のまちづ
くりに対する支援

運用 　平成１６年度の新規事業として、環境と経済の好循環のまちモ
デル事業を実施することとしているが、実施箇所の選定にあ
たっては、地域再生計画に同事業を位置づけ、認定を受けた地
方公共団体より応募のあった場合、第三者により構成される選
定評価委員会に対し、地域再生計画として認定されている旨を
適切に情報提供し、モデル地域を決定する。

平成１６年
度中

都市

213002 環境省 バイオエタノール製造プラント
建設に対する支援

補助要綱 　平成１６年度から、地球温暖化対策技術の普及を事業とする
新たなビジネスを支援するため、先見性・先進性の高いビジネ
スモデルについて、核となる技術に係る設備整備補助事業等を
事業者を公募して実施する。１６年度は支援対象事業として、廃
木材からエタノールを製造する本邦初の事業用プラントの整備

平成１６年
度中

産業

213003 環境省 エコハウス整備事業の実施 運用 　地方公共団体が、地域特性を踏まえた様々な代エネ・省エネ
技術の見学・体験が可能であって、環境学習や普及啓発の場と
しても活用可能な都道府県地球温暖化防止活動推進センター
の研修施設として、エネルギー起源二酸化炭素の排出抑制対
策技術を複数取り入れた施設を整備する場合に補助を行う。市
区町村が当該事業を要望する場合には、都道府県、都道府県
地球温暖化防止活動推進センターと協議のうえ、都道府県地球
温暖化防止活動推進センターの支所的機能と位置付けて要望

平成１５年
度中

都市

213004 環境省 エコツーリズムに対する支援 運用 　平成１６年度よりエコツーリズムの普及・定着を目的としたモデ
ル事業を実施し、関係府省と連携した集中的な施策を展開す
る。また、エコツーリズム推進のための基本的なポイントをまと
めたマニュアルの作成やツアー情報の提供などエコツーリズム
の推進に取り組む地域に対する支援を行う。

平成１６年
度中

都市

213005 環境省 有害鳥獣駆除の許可権限の
市町村への移譲

通知 都道府県知事の権限に属する鳥獣の捕獲許可に係る事務処理
については、地方分権の推進を図る観点から地域の実情に応
じて適切に市町村へ移譲されるよう通知を発出する。

平成１５年
度中

農業



213006 環境省 県境を越えて行動する鳥獣の
管理体制の確立

通知 　カワウについては、被害が生じている地域を念頭に国が広域
的かつ詳細な基本指針を示し、その下で関係する都道府県が
協力してそれぞれが地域の実情に合わせて実施できるよう関係
都道府県に通知する。

平成１６年
度から

農業

213007 環境省 補助対象施設の有効活用 運用 自然公園等整備費等環境省所管の補助金等により取得した財
産について、社会経済情勢の変化等に伴って需要が著しく減少
している補助対象施設については、一定の条件を付したうえで
転用を認めることとする。

平成１６年
度中

都市

220001 内閣府 ＰＦＩ事業に係る補助金のイ
コールフッティングの促進

運用 　ＰＦＩ事業における補助金の交付について、ＰＦＩ関係省庁連絡
会議を活用して、講じられている措置や検討の状況のフォロー
アップを行うとともに、民間資金等活用事業推進委員会等にお
ける検討を通じ、イコールフッティングの実現に向け、必要な措
置のさらなる拡充を目指す。

平成１６年
度中

都市

220002 内閣府 構造改革特別区域制度にか
かる規制緩和提案のデータ
ベース化

運用 　構造改革特区の一層の利便性の向上に資するため、過去の
提案と各省庁の対応の検索可能化をはじめとして、国民に分か
りやすい形で特区の利用方法や各認定特区での取組みなどを
示すホームページを新設するなど、所要の対応を行う。

平成１５年
度中

自治

230001 警察庁国土
交通省

道路使用許可・道路占用許可
の手続改善

通達 　平成１６年度中に、道路使用許可と道路占用許可の両方が必
要である場合について、一方の窓口に一括して申請できる制度
を申請者に広く周知しその活用を促進するなど、手続の一層の
簡素合理化を図るための通達を発出する。

平成１６年
度中

都市

230002 財務省厚生
労働省

国民生活金融公庫の企業再
生に係る特別貸付制度の創設

通達 　株式会社産業再生機構や株式会社整理回収機構等に係る企
業再生に取り組む中小企業を支援するための貸付制度につい
て、国民生活金融公庫において平成16年度より創設する。

平成１６年
度中

産業

230003 農林水産省
経済産業省
環境省

バイオマスタウン（仮称）の実
現に向けた取組み

運用 　地域の特性を活かし、バイオマスを効率的に利活用するバイ
オマスタウン構想（仮称）について、関係府省が一体となった支
援の手法を検討する。また、支援の成果等をバイオマス情報
ヘッドクォーターなどにより情報提供する。

平成１６年
度中

農業

230004 農林水産省
総務省文部
科学省厚生
労働省経済
産業省国土
交通省環境
省

都市と農山漁村の共生・対流
に関する施策の連携強化

運用 　都市と農山漁村の共生・対流の推進については、関係各省の
副大臣によるプロジェクトチームを設置し、協力・連携して総合
的に取り組んでいるところ。平成１６年度においては、「政策群」
に位置づけて各種規制改革、予算措置等の組み合わせにより
農山漁村の魅力の向上などに取り組むとともに、関連施策が地
域において円滑に実施されるよう、各省連携して都市と農山漁
村の共生・対流関連施策に関する情報を取りまとめ、地方公共

平成１６年
度中

農業



230005 経済産業省
環境省

エコタウン事業の補助採択の
要件緩和

運用 　エコタウン事業について、補助施設の採択要件を含め、現行
制度を見直す。

平成16年
度中

都市

230006 経済産業省
財務省

　「新創業融資制度」の貸付限
度額拡充

運用 　創業者に対して、無担保・無保証、経営者本人の保証もなしで
550万円まで融資を行う「新創業融資制度」の貸付限度額を、
550万円から750万円に引き上げる。

平成16年
度中

農業

230007 国土交通省
環境省

案内標識に関するガイドライン
の策定

運用 　道路、河川、公園、交通機関、観光施設などに設置されている
案内標識等に関して、景観への配慮方策、外国語表記法等の
ルール化が望ましい事項について、「観光活性化標識ガイドライ
ン」をとりまとめる。（１５年度より着手）　また、観光振興の観点
から、当該ガイドラインに基づき、外国人にもわかりやすく景観
に配慮した案内標識を、各事業実施主体が統一的に整備する。
（１６年度より統一的整備に着手）

平成15年
度中平成
16年度中

都市

230008 国土交通省
農林水産省

農村地域工業等導入促進法
の工業等導入地区への地区
計画制度の導入

通知 　市街化調整区域等において地域再生へ利活用できるよう、市
街化調整区域等内の農村地域工業等導入促進法の工業等導
入地区においても、同法による実施計画との調和が図られれ
ば、地区計画を定めることが可能であることを、都市計画運用
指針を改定し、周知する。

平成１６年
度中

都市

230009 国土交通省
環境省

良好な景観形成の推進 法律 　都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るため、良
好な景観に関する基本理念及び国等の責務を定め、景観計画
の策定、景観計画区域・景観地区等における良好な景観形成
のための規制、景観整備機構による支援等の仕組みを創設す
るとともに、屋外広告物を規制する仕組みの充実を図る。また、
良好な都市環境と都市景観の形成を図るため、都市の緑地の
保全、緑化、都市公園整備を一層促進させるための制度の充
実を図る（「景観法案」「景観法の施行に伴う関係法律の整備等
に関する法律案」「都市緑地保全法等の一部を改正する法律

平成１６年
度中

都市

230010 国土交通省
総務省経済
産業省

業務核都市基本構想変更手
続きの簡素化

運用 　平成１６年度中に都県政令市に対し、直近の予備調査から一
定の期間内に中核的民間施設に係る事項の追加・修正等のみ
を行う場合には予備調査を不要とする。

平成１６年
度中

都市
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